
     　　 　　　 　　　

千円

人

千円

千円

千円

事務事業評価シート

整理番号

［平成２２年度事後評価］

１．事業の概要（PLAN)

所属長 橋本巌所　属 生活安全課

平成23年12月22日記入日

中項目

大項目（節）

1000202 町内一斉清掃及び環境美化事業

環境負荷の少ない循環型社会づくり

ごみ処理・し尿処理・リサイクル

総合計画
における
位置づけ

基本目標（章）

小項目（施策）

うるおいとやすらぎのあるまちづくり

ごみ・し尿処理体制の確立

事 業 名

非常勤職員報酬

2,606

9.0

63,000人件費           　　　　※ 70,000

２．事務事業の目的（DO)

町内の美化活動

・行政区単位による区域内の清掃（ゴミ拾い、こさ切等）
・ごみ散乱防止推進区域内の環境団体へ補助金の交付

ゴミ問題への意識向上と啓発を図る

３．経費（DO)

単位
23年度

成　果
（どのような成果を
　　　　　　得るために）

※1人当たり平均人件費7,000千円で積算

従事職員数

対　象
（誰を何を対象として）

全行政区

意　図
（何を目指して
　　　　　　　いるのか）

手　段
（どのようなやり方で）

計画

21年度

実績 計画 実績

22年度

事業費合計

2,606 2,406 724

10.0 10.0 10.0

70,000 70,000

直接経費

72,606 72,406 70,724 65,606

その他

事業概要
・統一美化キャンペーンの啓発活動の一環として、年２回の町内一斉清掃の実施。
・ゴミ排出量の増大から、お盆・年末の特別収集の実施
・ゴミ散乱防止推進区域への補助金交付

区分

根拠法令
　　　　　等

自治事務　 法定受託事務



円

円

５．評価（CHECK)

６．今後の方向性（ACTION)

　　現状のまま継続　

　　見直しの上で継続 　  拡充又は重点化　　  手段等の改善　

　　終期の設定 　  効率化　　　　　　 　　 簡素化・縮小　

　　終了 （平成23年度に終了予定） 　  統合化　　　　 　　　　 その他　

　　休止

　　廃止

［今後の方向性についての具体的な考え方等］

有効性

（事業の実施により目的がどれだけ達成されているか。）

　　達成されている　　　　　　　　　　　　　　　　ほぼ達成されている

　　あまり達成されていない　　　　 　　　 　　達成されていない

　  事業の進め方に改善が必要

　  事業の抜本的見直しや廃止が必要　

　  計画どおり事業を進めることが適当　　　　　　　　　　　　　　　　　

妥当性

（実施主体の妥当性を評価し、目的達成のための実施手法が妥当であるか。）

　　妥当である　　　　　　　　　　　　　　 　　ほぼ妥当である　

　　あまり妥当でない　　　　　　　　　　 　　妥当でない　

　区分

対象指標

実績

22年度 23年度

４．指標・実績（CHECK)

単位

指標３

指標１

計画

21年度

実績 計画

環境団体への補助金交付

活動指標

指標１

成果指標

指標２

指標３

指標２

指標３

環境団体への補助金交付指標１

指標２

320,000 320,000 320,000 320,000

320,000 320,000 240,000 320000

項目別
評価

必要性

（時代適応性、公共性、廃止の影響等を鑑みて事業が必要であるか。）

効率性

（どれだけ経費を掛けて、どれだけ事業が実施できたか。）

　　ほぼ効率的である

　　効率性が低い　

　　効率的である　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　やや効率性が低い　　　　　　　　　　　　　　

　　ほぼ必要である　

今後の
方向性

総合評価
　  事業規模や内容の見直しが必要　　　　　　　　　　　　　　

事業を取りまく
社会環境の状況

これまでの見直しや
改善等の経過

　　必要でない　

　　必要である　　　　　　　　　　　　　　

　　あまり必要でない　　　　　　　　　　



     　　 　　　 　　　

千円

人

千円

千円

千円

区分

根拠法令
　　　　　等

自治事務　 法定受託事務 その他

事業概要
・生活系ゴミの収集・運搬を町内２業者へ委託し、さしまクリーンセンターへ搬入することに
　よりゴミ処理、リサイクルの促進を図る

65,519 65,519 65,519 65,519事業費合計

37,519 37,519 37,519

4.0 4.0 4.0

28,000 28,000

直接経費

計画

21年度

実績 計画 実績

22年度

対　象
（誰を何を対象として）

町内全域

意　図
（何を目指して
　　　　　　　いるのか）

手　段
（どのようなやり方で）

成　果
（どのような成果を
　　　　　　得るために）

※1人当たり平均人件費7,000千円で積算

従事職員数

２．事務事業の目的（DO)

・ごみ減量化・リサイクルの促進

ゴミ減量化促進、リサイクルの促進を図るための分別排出

ゴミの減量化、資源化の促進を図る

３．経費（DO)

単位
23年度

事 業 名

非常勤職員報酬

37,519

4.0

28,000人件費           　　　　※ 28,000

総合計画
における
位置づけ

基本目標（章）

小項目（施策）

うるおいとやすらぎのあるまちづくり

平成23年12月22日記入日

中項目

大項目（節）

1000204 ごみ収集業務委託事業

環境負荷の少ない循環型社会づくり

ごみ処理・し尿処理・リサイクル

事務事業評価シート

整理番号

［平成２２年度事後評価］

１．事業の概要（PLAN)

所属長 橋本巌所　属 生活安全課



５．評価（CHECK)

６．今後の方向性（ACTION)

　　現状のまま継続　

　　見直しの上で継続 　  拡充又は重点化　　  手段等の改善　

　　終期の設定 　  効率化　　　　　　 　　 簡素化・縮小　

　　終了 （平成23年度に終了予定） 　  統合化　　　　 　　　　 その他　

　　休止

　　廃止

［今後の方向性についての具体的な考え方等］

事業を取りまく
社会環境の状況

これまでの見直しや
改善等の経過

　　必要でない　

　　必要である　　　　　　　　　　　　　　

　　あまり必要でない　　　　　　　　　　

ごみ減量化を図るため、家庭系ゴミの有料化を検討する

今後の
方向性

総合評価
　  事業規模や内容の見直しが必要　　　　　　　　　　　　　　

項目別
評価

必要性

（時代適応性、公共性、廃止の影響等を鑑みて事業が必要であるか。）

効率性

（どれだけ経費を掛けて、どれだけ事業が実施できたか。）

　　ほぼ効率的である

　　効率性が低い　

　　効率的である　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　やや効率性が低い　　　　　　　　　　　　　　

　　ほぼ必要である　

指標１

指標２

活動指標

指標１

成果指標

指標２

指標３

指標２

指標３

指標３

指標１

計画

21年度

実績 計画

対象指標

実績

22年度 23年度

４．指標・実績（CHECK)

単位　区分

妥当性

（実施主体の妥当性を評価し、目的達成のための実施手法が妥当であるか。）

　　妥当である　　　　　　　　　　　　　　 　　ほぼ妥当である　

　　あまり妥当でない　　　　　　　　　　 　　妥当でない　

有効性

（事業の実施により目的がどれだけ達成されているか。）

　　達成されている　　　　　　　　　　　　　　　　ほぼ達成されている

　　あまり達成されていない　　　　 　　　 　　達成されていない

　  事業の進め方に改善が必要

　  事業の抜本的見直しや廃止が必要　

　  計画どおり事業を進めることが適当　　　　　　　　　　　　　　　　　



     　　 　　　 　　　

千円

人

千円

千円

千円

区分

根拠法令
　　　　　等

自治事務　 法定受託事務 その他

事業概要 不法投棄物品のうち、さしまクリーンセンターへ搬入できない処理困難物を専門業者へ委託

29,424 29,352 28,204 29,424事業費合計

1,424 1,352 204

4.0 4.0 4.0

28,000 28,000

直接経費

計画

21年度

実績 計画 実績

22年度

対　象
（誰を何を対象として）

不法投棄物件

意　図
（何を目指して
　　　　　　　いるのか）

手　段
（どのようなやり方で）

成　果
（どのような成果を
　　　　　　得るために）

※1人当たり平均人件費7,000千円で積算

従事職員数

２．事務事業の目的（DO)

処理困難物の適正処理

専門業者への委託

不法投棄は依然後を絶たないが、不法投棄防止対策の啓発を推進する

３．経費（DO)

単位
23年度

事 業 名

非常勤職員報酬

1,424

4.0

28,000人件費           　　　　※ 28,000

総合計画
における
位置づけ

基本目標（章）

小項目（施策）

うるおいとやすらぎのあるまちづくり

平成23年12月22日記入日

中項目

大項目（節）

1000206 指定外廃棄物処理委託事業

環境負荷の少ない循環型社会づくり

廃棄物対策

事務事業評価シート

整理番号

［平成２２年度事後評価］

１．事業の概要（PLAN)

所属長 橋本巌所　属 生活安全課



５．評価（CHECK)

６．今後の方向性（ACTION)

　　現状のまま継続　

　　見直しの上で継続 　  拡充又は重点化　　  手段等の改善　

　　終期の設定 　  効率化　　　　　　 　　 簡素化・縮小　

　　終了 （平成23年度に終了予定） 　  統合化　　　　 　　　　 その他　

　　休止

　　廃止

［今後の方向性についての具体的な考え方等］

事業を取りまく
社会環境の状況

これまでの見直しや
改善等の経過

　　必要でない　

　　必要である　　　　　　　　　　　　　　

　　あまり必要でない　　　　　　　　　　

今後の
方向性

総合評価
　  事業規模や内容の見直しが必要　　　　　　　　　　　　　　

項目別
評価

必要性

（時代適応性、公共性、廃止の影響等を鑑みて事業が必要であるか。）

効率性

（どれだけ経費を掛けて、どれだけ事業が実施できたか。）

　　ほぼ効率的である

　　効率性が低い　

　　効率的である　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　やや効率性が低い　　　　　　　　　　　　　　

　　ほぼ必要である　

指標１

指標２

活動指標

指標１

成果指標

指標２

指標３

指標２

指標３

指標３

指標１

計画

21年度

実績 計画

対象指標

実績

22年度 23年度

４．指標・実績（CHECK)

単位　区分

妥当性

（実施主体の妥当性を評価し、目的達成のための実施手法が妥当であるか。）

　　妥当である　　　　　　　　　　　　　　 　　ほぼ妥当である　

　　あまり妥当でない　　　　　　　　　　 　　妥当でない　

有効性

（事業の実施により目的がどれだけ達成されているか。）

　　達成されている　　　　　　　　　　　　　　　　ほぼ達成されている

　　あまり達成されていない　　　　 　　　 　　達成されていない

　  事業の進め方に改善が必要

　  事業の抜本的見直しや廃止が必要　

　  計画どおり事業を進めることが適当　　　　　　　　　　　　　　　　　



     　　 　　　 　　　

千円

人

千円

千円

千円

事務事業評価シート

整理番号

［平成２２年度事後評価］

１．事業の概要（PLAN)

所属長 橋本巌所　属 生活安全課

平成23年12月22日記入日

中項目

大項目（節）

1000213 河川水・排出水・大気検査事業

環境負荷の少ない循環型社会づくり

公害防止

総合計画
における
位置づけ

基本目標（章）

小項目（施策）

うるおいとやすらぎのあるまちづくり

事 業 名

非常勤職員報酬

2,364

0人件費           　　　　※ 28,000

２．事務事業の目的（DO)

周辺地域への公害防止の徹底と指導の強化

・茨城県と連携し事業所への立入り検査
・町独自の河川水、土壌の検査

工場・事業所における自主管理の徹底と指導の強化

３．経費（DO)

単位
23年度

成　果
（どのような成果を
　　　　　　得るために）

※1人当たり平均人件費7,000千円で積算

従事職員数

対　象
（誰を何を対象として）

・町内にある振動・騒音の対象となる特定施設
・河川水、土壌の検査

意　図
（何を目指して
　　　　　　　いるのか）

手　段
（どのようなやり方で）

計画

21年度

実績 計画 実績

22年度

事業費合計

2,364 1,786 1,019

4.0 4.0 4.0

28,000 28,000

直接経費

30,364 29,786 29,019 2,364

その他

事業概要
・大気汚染、水質汚染については、工場・事業所等に茨城県と連携し立入り指導の実施
・ばい煙発生施設や事業所等からの排出水、河川水質の検査を実施

区分

根拠法令
　　　　　等

自治事務　 法定受託事務



５．評価（CHECK)

６．今後の方向性（ACTION)

　　現状のまま継続　

　　見直しの上で継続 　  拡充又は重点化　　  手段等の改善　

　　終期の設定 　  効率化　　　　　　 　　 簡素化・縮小　

　　終了 （平成23年度に終了予定） 　  統合化　　　　 　　　　 その他　

　　休止

　　廃止

［今後の方向性についての具体的な考え方等］

有効性

（事業の実施により目的がどれだけ達成されているか。）

　　達成されている　　　　　　　　　　　　　　　　ほぼ達成されている

　　あまり達成されていない　　　　 　　　 　　達成されていない

　  事業の進め方に改善が必要

　  事業の抜本的見直しや廃止が必要　

　  計画どおり事業を進めることが適当　　　　　　　　　　　　　　　　　

妥当性

（実施主体の妥当性を評価し、目的達成のための実施手法が妥当であるか。）

　　妥当である　　　　　　　　　　　　　　 　　ほぼ妥当である　

　　あまり妥当でない　　　　　　　　　　 　　妥当でない　

　区分

対象指標

実績

22年度 23年度

４．指標・実績（CHECK)

単位

指標３

指標１

計画

21年度

実績 計画

活動指標

指標１

成果指標

指標２

指標３

指標２

指標３

指標１

指標２

項目別
評価

必要性

（時代適応性、公共性、廃止の影響等を鑑みて事業が必要であるか。）

効率性

（どれだけ経費を掛けて、どれだけ事業が実施できたか。）

　　ほぼ効率的である

　　効率性が低い　

　　効率的である　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　やや効率性が低い　　　　　　　　　　　　　　

　　ほぼ必要である　

今後の
方向性

総合評価
　  事業規模や内容の見直しが必要　　　　　　　　　　　　　　

事業を取りまく
社会環境の状況

これまでの見直しや
改善等の経過

　　必要でない　

　　必要である　　　　　　　　　　　　　　

　　あまり必要でない　　　　　　　　　　



     　　 　　　 　　　

千円

人

千円

千円

千円

事務事業評価シート

整理番号

［平成２２年度事後評価］

１．事業の概要（PLAN)

所属長 橋本巌所　属 生活安全課

平成23年12月22日記入日

中項目

大項目（節）

1000332 茨城西南地方広域市町村圏事務組合負担金事業

生活を守る体制づくり

消防

総合計画
における
位置づけ

基本目標（章）

小項目（施策）

うるおいとやすらぎのあるまちづくり

消防体制の充実・強化

事 業 名

非常勤職員報酬

333,834

0人件費           　　　　※ 0

２．事務事業の目的（DO)

消防・救急体制の充実

安全で安心なまちづくりを進めていくため，消防・救急体制の充実強化を図るた
め

３．経費（DO)

単位
23年度

成　果
（どのような成果を
　　　　　　得るために）

※1人当たり平均人件費7,000千円で積算

従事職員数

対　象
（誰を何を対象として）

消防本部

意　図
（何を目指して
　　　　　　　いるのか）

手　段
（どのようなやり方で）

計画

21年度

実績 計画 実績

22年度

事業費合計

333,834 338,731 338,731

0 0

直接経費

333,834 338,731 338,731 333,834

その他

消防法　消防組織法　消防法施行令

事業概要 茨城西南地方広域市町村圏事務組合の構成自治体負担金

区分

根拠法令
　　　　　等

自治事務　 法定受託事務



５．評価（CHECK)

６．今後の方向性（ACTION)

　　現状のまま継続　

　　見直しの上で継続 　  拡充又は重点化　　  手段等の改善　

　　終期の設定 　  効率化　　　　　　 　　 簡素化・縮小　

　　終了 （平成23年度に終了予定） 　  統合化　　　　 　　　　 その他　

　　休止

　　廃止

［今後の方向性についての具体的な考え方等］

有効性

（事業の実施により目的がどれだけ達成されているか。）

　　達成されている　　　　　　　　　　　　　　　　ほぼ達成されている

　　あまり達成されていない　　　　 　　　 　　達成されていない

　  事業の進め方に改善が必要

　  事業の抜本的見直しや廃止が必要　

　  計画どおり事業を進めることが適当　　　　　　　　　　　　　　　　　

妥当性

（実施主体の妥当性を評価し、目的達成のための実施手法が妥当であるか。）

　　妥当である　　　　　　　　　　　　　　 　　ほぼ妥当である　

　　あまり妥当でない　　　　　　　　　　 　　妥当でない　

　区分

対象指標

実績

22年度 23年度

４．指標・実績（CHECK)

単位

指標３

指標１

計画

21年度

実績 計画

活動指標

指標１

成果指標

指標２

指標３

指標２

指標３

指標１

指標２

項目別
評価

必要性

（時代適応性、公共性、廃止の影響等を鑑みて事業が必要であるか。）

効率性

（どれだけ経費を掛けて、どれだけ事業が実施できたか。）

　　ほぼ効率的である

　　効率性が低い　

　　効率的である　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　やや効率性が低い　　　　　　　　　　　　　　

　　ほぼ必要である　

今後の
方向性

総合評価
　  事業規模や内容の見直しが必要　　　　　　　　　　　　　　

事業を取りまく
社会環境の状況

これまでの見直しや
改善等の経過

　　必要でない　

　　必要である　　　　　　　　　　　　　　

　　あまり必要でない　　　　　　　　　　



     　　 　　　 　　　

千円

人

千円

千円

千円

区分

根拠法令
　　　　　等

自治事務　 法定受託事務 その他

建築物の耐震改修の促進に関する法律(法律第百二十三号）

事業概要
①境町耐震改修促進計画を策定する　②地震防災マップ（揺れやすさマップ・地域の危険度
マップ）を作成し、公表する　③耐震に関する町民への啓発を行う

#N/A 10,200 8,505 #N/A事業費合計

#N/A 10,200 8,505

0 0

直接経費

計画

21年度

実績 計画 実績

22年度

対　象
（誰を何を対象として）

町内全域及び町内の住宅、特定建築物、公共建築物等

意　図
（何を目指して
　　　　　　　いるのか）

手　段
（どのようなやり方で）

成　果
（どのような成果を
　　　　　　得るために）

※1人当たり平均人件費7,000千円で積算

従事職員数

２．事務事業の目的（DO)

耐震改修促進法（建築物の耐震改修の促進に関する法律）は、阪神淡路大震災の教訓
から、1995年12月26日より施行されている法律で、地震による建築物の被害から国民
の生命、身体及び財産を保護するため、建築物の耐震改修の促進のための処置を講
ずることにより建築物の地震に対する安全性の向上を図り、公共の福祉の確保に資す

各種統計データや現地調査により、分析を行う。

町内の建築物の耐震診断とその結果に基づく耐震改修を促進することにより、既存建
築物の耐震性の向上と今後予想される地震災害に対して、その災害に関する正しい知
識や、災害発生時の対応について地域住民に周知を図り、町民の生命、財産を守り被
害を最小限に食い止めることを目的とします。

３．経費（DO)

単位
23年度

事 業 名

非常勤職員報酬

#N/A

0人件費           　　　　※ 0

総合計画
における
位置づけ

基本目標（章）

小項目（施策）

うるおいとやすらぎのあるまちづくり

災害に備えたまちづくり

平成24年1月6日記入日

中項目

大項目（節）

1000870 耐震改修促進計画作成事業

生活を守る体制づくり

防災

事務事業評価シート

整理番号

［平成２２年度事後評価］

１．事業の概要（PLAN)

所属長 斉藤孝所　属 建設課



５．評価（CHECK)

６．今後の方向性（ACTION)

　　現状のまま継続　

　　見直しの上で継続 　  拡充又は重点化　　  手段等の改善　

　　終期の設定 　  効率化　　　　　　 　　 簡素化・縮小　

　　終了 （平成23年度に終了予定） 　  統合化　　　　 　　　　 その他　

　　休止

　　廃止

［今後の方向性についての具体的な考え方等］

事業を取りまく
社会環境の状況

これまでの見直しや
改善等の経過

　　必要でない　

　　必要である　　　　　　　　　　　　　　

　　あまり必要でない　　　　　　　　　　

境町耐震改種促進計画において、平成２７年度までに町有の建築物の耐震化率を９０％とすることが目
標としているので計画的な事業継続が望ましい

今後の
方向性

総合評価
　  事業規模や内容の見直しが必要　　　　　　　　　　　　　　

項目別
評価

必要性

（時代適応性、公共性、廃止の影響等を鑑みて事業が必要であるか。）

効率性

（どれだけ経費を掛けて、どれだけ事業が実施できたか。）

　　ほぼ効率的である

　　効率性が低い　

　　効率的である　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　やや効率性が低い　　　　　　　　　　　　　　

　　ほぼ必要である　

指標１

指標２

活動指標

指標１

成果指標

指標２

指標３

指標２

指標３

指標３

指標１

計画

21年度

実績 計画

対象指標

実績

22年度 23年度

４．指標・実績（CHECK)

単位　区分

妥当性

（実施主体の妥当性を評価し、目的達成のための実施手法が妥当であるか。）

　　妥当である　　　　　　　　　　　　　　 　　ほぼ妥当である　

　　あまり妥当でない　　　　　　　　　　 　　妥当でない　

有効性

（事業の実施により目的がどれだけ達成されているか。）

　　達成されている　　　　　　　　　　　　　　　　ほぼ達成されている

　　あまり達成されていない　　　　 　　　 　　達成されていない

　  事業の進め方に改善が必要

　  事業の抜本的見直しや廃止が必要　

　  計画どおり事業を進めることが適当　　　　　　　　　　　　　　　　　



     　　 　　　 　　　

千円

人

千円

千円

千円

区分

根拠法令
　　　　　等

自治事務　 法定受託事務 その他

消防法　消防組織法　消防法施行令

事業概要 消防・緊急体制の充実推進して，住民の生命と財産を守る

31,410 29,551 25,872 31,410事業費合計

31,410 29,551 25,872

0 0

直接経費

計画

21年度

実績 計画 実績

22年度

対　象
（誰を何を対象として）

町民の生命と財産

意　図
（何を目指して
　　　　　　　いるのか）

手　段
（どのようなやり方で）

成　果
（どのような成果を
　　　　　　得るために）

※1人当たり平均人件費7,000千円で積算

従事職員数

２．事務事業の目的（DO)

消防・緊急体制を充実推進して，火災の予防・警戒・鎮圧により、国民の生命、
身体及び財産を火災から保護するとともに、火災・. 地震等の災害による被害を
軽減し、安寧秩序を保持して社会公共の福祉を増進すること。

消防・緊急体制の充実強化して，防火意識の高揚

住民の生命と財産を守る

３．経費（DO)

単位
23年度

事 業 名

非常勤職員報酬

31,410

0人件費           　　　　※ 0

総合計画
における
位置づけ

基本目標（章）

小項目（施策）

うるおいとやすらぎのあるまちづくり

消防体制の充実・強化

平成23年12月22日記入日

中項目

大項目（節）

1000334 消防活動事業

生活を守る体制づくり

消防

事務事業評価シート

整理番号

［平成２２年度事後評価］

１．事業の概要（PLAN)

所属長 橋本巌所　属 生活安全課



５．評価（CHECK)

６．今後の方向性（ACTION)

　　現状のまま継続　

　　見直しの上で継続 　  拡充又は重点化　　  手段等の改善　

　　終期の設定 　  効率化　　　　　　 　　 簡素化・縮小　

　　終了 （平成23年度に終了予定） 　  統合化　　　　 　　　　 その他　

　　休止

　　廃止

［今後の方向性についての具体的な考え方等］

事業を取りまく
社会環境の状況

これまでの見直しや
改善等の経過

生活圏や社会の変化から勤務地が他県等の団員が多くなってきている。した
がって消防団員の確保が難しくなってきている。また将来的に災害時の緊急的
活動に支障がでてくる可能性がある状況

　　必要でない　

　　必要である　　　　　　　　　　　　　　

　　あまり必要でない　　　　　　　　　　

今後の
方向性

総合評価
　  事業規模や内容の見直しが必要　　　　　　　　　　　　　　

項目別
評価

必要性

（時代適応性、公共性、廃止の影響等を鑑みて事業が必要であるか。）

効率性

（どれだけ経費を掛けて、どれだけ事業が実施できたか。）

　　ほぼ効率的である

　　効率性が低い　

　　効率的である　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　やや効率性が低い　　　　　　　　　　　　　　

　　ほぼ必要である　

指標１

指標２

活動指標

指標１

成果指標

指標２

指標３

指標２

指標３

指標３

指標１

計画

21年度

実績 計画

対象指標

実績

22年度 23年度

４．指標・実績（CHECK)

単位　区分

妥当性

（実施主体の妥当性を評価し、目的達成のための実施手法が妥当であるか。）

　　妥当である　　　　　　　　　　　　　　 　　ほぼ妥当である　

　　あまり妥当でない　　　　　　　　　　 　　妥当でない　

有効性

（事業の実施により目的がどれだけ達成されているか。）

　　達成されている　　　　　　　　　　　　　　　　ほぼ達成されている

　　あまり達成されていない　　　　 　　　 　　達成されていない

　  事業の進め方に改善が必要

　  事業の抜本的見直しや廃止が必要　

　  計画どおり事業を進めることが適当　　　　　　　　　　　　　　　　　



     　　 　　　 　　　

千円

人

千円

千円

千円

事務事業評価シート

整理番号

［平成２２年度事後評価］

１．事業の概要（PLAN)

所属長 橋本巌所　属 生活安全課

平成23年12月22日記入日

中項目

大項目（節）

1000337 消防施設整備管理事業

生活を守る体制づくり

消防

総合計画
における
位置づけ

基本目標（章）

小項目（施策）

うるおいとやすらぎのあるまちづくり

消防施設の充実

事 業 名

非常勤職員報酬

8,123

0人件費           　　　　※ 0

２．事務事業の目的（DO)

機能の維持・拡充

更新，修繕，改良

防火体制の維持

３．経費（DO)

単位
23年度

成　果
（どのような成果を
　　　　　　得るために）

※1人当たり平均人件費7,000千円で積算

従事職員数

対　象
（誰を何を対象として）

消防車両　消防水利施設　消防備品

意　図
（何を目指して
　　　　　　　いるのか）

手　段
（どのようなやり方で）

計画

21年度

実績 計画 実績

22年度

事業費合計

8,123 8,386 8,048

0 0

直接経費

8,123 8,386 8,048 8,123

その他

消防法　消防法施工令

事業概要 消防施設（消防車両，詰所，水利施設，消防活動のための機器類）の更新修繕維持管理

区分

根拠法令
　　　　　等

自治事務　 法定受託事務



５．評価（CHECK)

６．今後の方向性（ACTION)

　　現状のまま継続　

　　見直しの上で継続 　  拡充又は重点化　　  手段等の改善　

　　終期の設定 　  効率化　　　　　　 　　 簡素化・縮小　

　　終了 （平成23年度に終了予定） 　  統合化　　　　 　　　　 その他　

　　休止

　　廃止

［今後の方向性についての具体的な考え方等］

有効性

（事業の実施により目的がどれだけ達成されているか。）

　　達成されている　　　　　　　　　　　　　　　　ほぼ達成されている

　　あまり達成されていない　　　　 　　　 　　達成されていない

　  事業の進め方に改善が必要

　  事業の抜本的見直しや廃止が必要　

　  計画どおり事業を進めることが適当　　　　　　　　　　　　　　　　　

妥当性

（実施主体の妥当性を評価し、目的達成のための実施手法が妥当であるか。）

　　妥当である　　　　　　　　　　　　　　 　　ほぼ妥当である　

　　あまり妥当でない　　　　　　　　　　 　　妥当でない　

　区分

対象指標

実績

22年度 23年度

４．指標・実績（CHECK)

単位

指標３

指標１

計画

21年度

実績 計画

活動指標

指標１

成果指標

指標２

指標３

指標２

指標３

指標１

指標２

項目別
評価

必要性

（時代適応性、公共性、廃止の影響等を鑑みて事業が必要であるか。）

効率性

（どれだけ経費を掛けて、どれだけ事業が実施できたか。）

　　ほぼ効率的である

　　効率性が低い　

　　効率的である　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　やや効率性が低い　　　　　　　　　　　　　　

　　ほぼ必要である　

今後の
方向性

総合評価
　  事業規模や内容の見直しが必要　　　　　　　　　　　　　　

事業を取りまく
社会環境の状況

これまでの見直しや
改善等の経過

　　必要でない　

　　必要である　　　　　　　　　　　　　　

　　あまり必要でない　　　　　　　　　　



     　　 　　　 　　　

千円

人

千円

千円

千円

事務事業評価シート

整理番号

［平成２２年度事後評価］

１．事業の概要（PLAN)

所属長 橋本巌所　属 生活安全課

平成23年12月22日記入日

中項目

大項目（節）

1000071 交通安全推進事業

生活を守る体制づくり

交通安全対策

総合計画
における
位置づけ

基本目標（章）

小項目（施策）

うるおいとやすらぎのあるまちづくり

交通安全教育の推進

事 業 名

非常勤職員報酬

6,840

4.0

28,000人件費           　　　　※ 0

２．事務事業の目的（DO)

交通事故防止

交通安全教室や街頭立哨指導および啓蒙活動による意識の啓発

交通事故ゼロを達成するため

３．経費（DO)

単位
23年度

成　果
（どのような成果を
　　　　　　得るために）

※1人当たり平均人件費7,000千円で積算

従事職員数

対　象
（誰を何を対象として）

全ての町民の交通安全

意　図
（何を目指して
　　　　　　　いるのか）

手　段
（どのようなやり方で）

計画

21年度

実績 計画 実績

22年度

事業費合計

6,840 6,373 5,253

0 0

直接経費

6,840 6,373 5,253 34,840

その他

道路交通法

事業概要
住民一人ひとりが人命尊重の理念に基づき，交通マナーを高め，ルールを守り実践するよう
な交通安全思想の普及に努めるとともに，交通安全環境を整備推進するため，立哨指導や
交通安全教室を開催して安全意識の啓発をはかる。

区分

根拠法令
　　　　　等

自治事務　 法定受託事務



５．評価（CHECK)

６．今後の方向性（ACTION)

　　現状のまま継続　

　　見直しの上で継続 　  拡充又は重点化　　  手段等の改善　

　　終期の設定 　  効率化　　　　　　 　　 簡素化・縮小　

　　終了 （平成23年度に終了予定） 　  統合化　　　　 　　　　 その他　

　　休止

　　廃止

［今後の方向性についての具体的な考え方等］

有効性

（事業の実施により目的がどれだけ達成されているか。）

　　達成されている　　　　　　　　　　　　　　　　ほぼ達成されている

　　あまり達成されていない　　　　 　　　 　　達成されていない

　  事業の進め方に改善が必要

　  事業の抜本的見直しや廃止が必要　

　  計画どおり事業を進めることが適当　　　　　　　　　　　　　　　　　

妥当性

（実施主体の妥当性を評価し、目的達成のための実施手法が妥当であるか。）

　　妥当である　　　　　　　　　　　　　　 　　ほぼ妥当である　

　　あまり妥当でない　　　　　　　　　　 　　妥当でない　

　区分

対象指標

実績

22年度 23年度

４．指標・実績（CHECK)

単位

指標３

指標１

計画

21年度

実績 計画

交通事故発生数

活動指標

指標１

成果指標

指標２

指標３

指標２

指標３

交通事故死亡者数

指標１

指標２

項目別
評価

必要性

（時代適応性、公共性、廃止の影響等を鑑みて事業が必要であるか。）

効率性

（どれだけ経費を掛けて、どれだけ事業が実施できたか。）

　　ほぼ効率的である

　　効率性が低い　

　　効率的である　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　やや効率性が低い　　　　　　　　　　　　　　

　　ほぼ必要である　

行政区単位や年齢にあった参加型体験型の機器を使った交通安全教室などを実施し，計画的に推進し
ていく

今後の
方向性

関係機関との連携強化

総合評価
　  事業規模や内容の見直しが必要　　　　　　　　　　　　　　

事業を取りまく
社会環境の状況

これまでの見直しや
改善等の経過

免許証所持者の高齢化や交通マナーが低下している中で，事故が多発する傾
向になっている。

　　必要でない　

　　必要である　　　　　　　　　　　　　　

　　あまり必要でない　　　　　　　　　　



     　　 　　　 　　　

千円

人

千円

千円

千円

区分

根拠法令
　　　　　等

自治事務　 法定受託事務 その他

境町勤労青少年ホームの設置及び管理に関する条例施行規則

事業概要 境町勤労青少年ホームの活用により，社会情勢の変化に対応した人材育成を推進する。

1,620 0 400 1,620事業費合計

1,620 0 400

0 0

直接経費

計画

21年度

実績 計画 実績

22年度

対　象
（誰を何を対象として）

境町勤労青少年ホーム施設（体育館の一部）

意　図
（何を目指して
　　　　　　　いるのか）

手　段
（どのようなやり方で）

成　果
（どのような成果を
　　　　　　得るために）

※1人当たり平均人件費7,000千円で積算

従事職員数

２．事務事業の目的（DO)

施設の維持管理。

施設の修繕。

施設を利用する勤労者の利便性に繋がった。

３．経費（DO)

単位
23年度

事 業 名

非常勤職員報酬

1,620

0人件費           　　　　※ 0

総合計画
における
位置づけ

基本目標（章）

小項目（施策）

うるおいとやすらぎのあるまちづくり

勤労者の能力開発と福祉の向上

平成23年12月22日記入日

中項目

大項目（節）

1090217 勤労青少年ホーム管理運営事業（繰越分

安定した暮らしづくり

雇用機会

事務事業評価シート

整理番号

［平成２２年度事後評価］

１．事業の概要（PLAN)

所属長 忍田博所　属 農政商工課



千円

〃

〃

５．評価（CHECK)

６．今後の方向性（ACTION)

　　現状のまま継続　

　　見直しの上で継続 　  拡充又は重点化　　  手段等の改善　

　　終期の設定 　  効率化　　　　　　 　　 簡素化・縮小　

　　終了 （平成23年度に終了予定） 　  統合化　　　　 　　　　 その他　

　　休止

　　廃止

［今後の方向性についての具体的な考え方等］

事業を取りまく
社会環境の状況

これまでの見直しや
改善等の経過

就業人口の減少により，施設利用者の減少が懸念される。平成3年度の竣工以
来20年目を経て老朽化した施設が現在の利用環境に合っていない状況もある。

　　必要でない　

　　必要である　　　　　　　　　　　　　　

　　あまり必要でない　　　　　　　　　　

今後の
方向性

施設を利用しやすい環境づくりと講座内容の充実化を図り，利用者のニーズに
応えてきた。

総合評価
　  事業規模や内容の見直しが必要　　　　　　　　　　　　　　

項目別
評価

必要性

（時代適応性、公共性、廃止の影響等を鑑みて事業が必要であるか。）

効率性

（どれだけ経費を掛けて、どれだけ事業が実施できたか。）

　　ほぼ効率的である

　　効率性が低い　

　　効率的である　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　やや効率性が低い　　　　　　　　　　　　　　

　　ほぼ必要である　

0 0 0 1220

4000 400 400

指標１

指標２

活動指標

指標１

成果指標

指標２

指標３

指標２

指標３

勤労青少年ホーム内事務所

勤労青少年ホーム内多目的ﾎｰﾙ

指標３

指標１

計画

21年度

実績 計画

対象指標

実績

22年度 23年度

４．指標・実績（CHECK)

単位　区分

妥当性

（実施主体の妥当性を評価し、目的達成のための実施手法が妥当であるか。）

　　妥当である　　　　　　　　　　　　　　 　　ほぼ妥当である　

　　あまり妥当でない　　　　　　　　　　 　　妥当でない　

有効性

（事業の実施により目的がどれだけ達成されているか。）

　　達成されている　　　　　　　　　　　　　　　　ほぼ達成されている

　　あまり達成されていない　　　　 　　　 　　達成されていない

　  事業の進め方に改善が必要

　  事業の抜本的見直しや廃止が必要　

　  計画どおり事業を進めることが適当　　　　　　　　　　　　　　　　　



     　　 　　　 　　　

千円

人

千円

千円

千円

事務事業評価シート

整理番号

［平成２２年度事後評価］

１．事業の概要（PLAN)

所属長 忍田博所　属 農政商工課

平成23年12月22日記入日

中項目

大項目（節）

1000219 労働対策事業

安定した暮らしづくり

雇用機会

総合計画
における
位置づけ

基本目標（章）

小項目（施策）

うるおいとやすらぎのあるまちづくり

雇用の場の確保

事 業 名

非常勤職員報酬

3,415

0人件費           　　　　※ 0

２．事務事業の目的（DO)

町内企業へに雇用促進，高齢者の能力を生かす各種事業活動の推進。

事業費の一部について，町負担金の納入。

町内工業部会従業員の雇用促進，また町シルバー人材センター構成員の活動
支援と新しい就業分野の開発，無料職業紹介事業及び一般労働者派遣事業等
の推進に繋がった。

３．経費（DO)

単位
23年度

成　果
（どのような成果を
　　　　　　得るために）

※1人当たり平均人件費7,000千円で積算

従事職員数

対　象
（誰を何を対象として）

町内工業部会従業員，町シルバー人材センター。

意　図
（何を目指して
　　　　　　　いるのか）

手　段
（どのようなやり方で）

計画

21年度

実績 計画 実績

22年度

事業費合計

3,415 3,310 3,309

0 0

直接経費

3,415 3,310 3,309 3,415

その他

事業概要
境町商工会工業部会が実施する優良従業員の表彰について一部負担により，町内企業へ
の雇用促進を図る。県及び国シルバー人材センター事業負担金により共同・連携を図り，高
齢者の能力を生かし活力ある地域社会づくりに向けた各種事業活動展開を推進する。

区分

根拠法令
　　　　　等

自治事務　 法定受託事務



５．評価（CHECK)

６．今後の方向性（ACTION)

　　現状のまま継続　

　　見直しの上で継続 　  拡充又は重点化　　  手段等の改善　

　　終期の設定 　  効率化　　　　　　 　　 簡素化・縮小　

　　終了 （平成23年度に終了予定） 　  統合化　　　　 　　　　 その他　

　　休止

　　廃止

［今後の方向性についての具体的な考え方等］

有効性

（事業の実施により目的がどれだけ達成されているか。）

　　達成されている　　　　　　　　　　　　　　　　ほぼ達成されている

　　あまり達成されていない　　　　 　　　 　　達成されていない

　  事業の進め方に改善が必要

　  事業の抜本的見直しや廃止が必要　

　  計画どおり事業を進めることが適当　　　　　　　　　　　　　　　　　

妥当性

（実施主体の妥当性を評価し、目的達成のための実施手法が妥当であるか。）

　　妥当である　　　　　　　　　　　　　　 　　ほぼ妥当である　

　　あまり妥当でない　　　　　　　　　　 　　妥当でない　

　区分

対象指標

実績

22年度 23年度

４．指標・実績（CHECK)

単位

指標３

指標１

計画

21年度

実績 計画

活動指標

指標１

成果指標

指標２

指標３

指標２

指標３

指標１

指標２

項目別
評価

必要性

（時代適応性、公共性、廃止の影響等を鑑みて事業が必要であるか。）

効率性

（どれだけ経費を掛けて、どれだけ事業が実施できたか。）

　　ほぼ効率的である

　　効率性が低い　

　　効率的である　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　やや効率性が低い　　　　　　　　　　　　　　

　　ほぼ必要である　

今後の
方向性

商工会事業及びシルバー会員の増加に向けた取り組み強化と脱退防止の対策
に対し，支援・協力を図ってきた。

総合評価
　  事業規模や内容の見直しが必要　　　　　　　　　　　　　　

事業を取りまく
社会環境の状況

これまでの見直しや
改善等の経過

急速な高齢化の進行とともに，団塊の世代が６０歳を迎えている状況で高齢者
が生涯現役として多様な形で社会参加でき，安心して充実感をもって生活できる
社会創出が課題となっている。

　　必要でない　

　　必要である　　　　　　　　　　　　　　

　　あまり必要でない　　　　　　　　　　



     　　 　　　 　　　

千円

人

千円

千円

千円

区分

根拠法令
　　　　　等

自治事務　 法定受託事務 その他

茨城県雇用創出等基金条例（平成21年3月17日茨城県条例第5号）

事業概要
現下の雇用失業情勢にかんがみ，離職を余儀なくされた非正規労働者，中高年齢等の失業
者に対して，次の雇用までの短期の雇用・就業機会を創出・提供する等の事業を実施し，こ
れらの者の生活の安定を図ることとするため，緊急雇用創出事業を実施する。

15,773 25,313 23,959 2,000事業費合計

0 0 0

0.0 0.0 0.0

0 0

直接経費

計画

21年度

実績 計画 実績

22年度

対　象
（誰を何を対象として）

離職を余儀なくされた非正規労働者，中高年齢等の失業者

意　図
（何を目指して
　　　　　　　いるのか）

手　段
（どのようなやり方で）

成　果
（どのような成果を
　　　　　　得るために）

2,000

※1人当たり平均人件費7,000千円で積算

従事職員数

２．事務事業の目的（DO)

次の雇用までの短期の雇用・就業機会を創出・提供する等の事業を実施し，こ
れらの者の生活の安定を図る

役場から民間企業，ＮＰＯ，社会福祉法人等に委託または役場が直接事業を実
施して求職者を雇い入れる

主に境町で職を求めている人を雇い入れ，雇用の創出を図る

３．経費（DO)

単位
23年度

事 業 名

非常勤職員報酬

0

0.0

0

15,773 25,313 23,959

人件費           　　　　※ 0

総合計画
における
位置づけ

基本目標（章）

小項目（施策）

うるおいとやすらぎのあるまちづくり

雇用の場の確保

平成24年1月10日記入日

中項目

大項目（節）

1000666 緊急雇用創出事業

安定した暮らしづくり

雇用機会

事務事業評価シート

整理番号

［平成２２年度事後評価］

１．事業の概要（PLAN)

所属長 酒井博司所　属 まちおこし推進室



千円

人

人

５．評価（CHECK)

６．今後の方向性（ACTION)

　　現状のまま継続　

　　見直しの上で継続 　  拡充又は重点化　　  手段等の改善　

　　終期の設定 　  効率化　　　　　　 　　 簡素化・縮小　

　　終了 （平成23年度に終了予定） 　  統合化　　　　 　　　　 その他　

　　休止

　　廃止

［今後の方向性についての具体的な考え方等］

事業を取りまく
社会環境の状況

これまでの見直しや
改善等の経過

事業の要件緩和と基金の積み増しにより，追加で事業化する自治体が増えた。

　　必要でない　

　　必要である　　　　　　　　　　　　　　

　　あまり必要でない　　　　　　　　　　

平成23年度で事業終了となるが，今後の事業拡充の背景については，重点分野雇用創出事業が拡充
されてていて，地域における雇用改善の動きを更に促進するため，国は更なる積み増しを行う予定であ
る。

今後の
方向性

要件が緩和され，地方公共団体の臨時職員としての雇用が可能となったため，
大幅な雇用創出の増加につながった。

総合評価
　  事業規模や内容の見直しが必要　　　　　　　　　　　　　　

項目別
評価

必要性

（時代適応性、公共性、廃止の影響等を鑑みて事業が必要であるか。）

効率性

（どれだけ経費を掛けて、どれだけ事業が実施できたか。）

　　ほぼ効率的である

　　効率性が低い　

　　効率的である　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　やや効率性が低い　　　　　　　　　　　　　　

　　ほぼ必要である　

111 20 20

16 28 28 1

41,248基金配分額指標１

指標２

活動指標

指標１

成果指標

指標２

指標３

指標２

指標３

募集人員

採用人員

指標３

指標１

計画

21年度

実績 計画

対象指標

実績

22年度 23年度

４．指標・実績（CHECK)

単位　区分

妥当性

（実施主体の妥当性を評価し、目的達成のための実施手法が妥当であるか。）

　　妥当である　　　　　　　　　　　　　　 　　ほぼ妥当である　

　　あまり妥当でない　　　　　　　　　　 　　妥当でない　

有効性

（事業の実施により目的がどれだけ達成されているか。）

　　達成されている　　　　　　　　　　　　　　　　ほぼ達成されている

　　あまり達成されていない　　　　 　　　 　　達成されていない

　  事業の進め方に改善が必要

　  事業の抜本的見直しや廃止が必要　

　  計画どおり事業を進めることが適当　　　　　　　　　　　　　　　　　



     　　 　　　 　　　

千円

人

千円

千円

千円

事務事業評価シート

整理番号

［平成２２年度事後評価］

１．事業の概要（PLAN)

所属長 忍田博所　属 農政商工課

平成23年12月22日記入日

中項目

大項目（節）

1000819 消費生活事務事業

安定した暮らしづくり

消費者生活

総合計画
における
位置づけ

基本目標（章）

小項目（施策）

うるおいとやすらぎのあるまちづくり

相談指導体制の充実

事 業 名

非常勤職員報酬

5

0人件費           　　　　※ 0

２．事務事業の目的（DO)

消費者行政に関する県民生活の安定と向上。

視察研修，講演等。

消費生活担当課職員並びに消費生活専門相談員のスキルアップに繋がった。

３．経費（DO)

単位
23年度

成　果
（どのような成果を
　　　　　　得るために）

※1人当たり平均人件費7,000千円で積算

従事職員数

対　象
（誰を何を対象として）

県並びに市町村の消費生活担当課職員，消費生活相談員。

意　図
（何を目指して
　　　　　　　いるのか）

手　段
（どのようなやり方で）

計画

21年度

実績 計画 実績

22年度

事業費合計

5 5 5

0 0

直接経費

5 5 5 5

その他

事業概要
茨城県及び市町村の消費生活行政に関する情報と意見の交換並びに消費者行政を推進す
るための研修等を行うことにより県民生活の安定と向上を図ることを目的とする。

区分

根拠法令
　　　　　等

自治事務　 法定受託事務



円

５．評価（CHECK)

６．今後の方向性（ACTION)

　　現状のまま継続　

　　見直しの上で継続 　  拡充又は重点化　　  手段等の改善　

　　終期の設定 　  効率化　　　　　　 　　 簡素化・縮小　

　　終了 （平成23年度に終了予定） 　  統合化　　　　 　　　　 その他　

　　休止

　　廃止

［今後の方向性についての具体的な考え方等］

有効性

（事業の実施により目的がどれだけ達成されているか。）

　　達成されている　　　　　　　　　　　　　　　　ほぼ達成されている

　　あまり達成されていない　　　　 　　　 　　達成されていない

　  事業の進め方に改善が必要

　  事業の抜本的見直しや廃止が必要　

　  計画どおり事業を進めることが適当　　　　　　　　　　　　　　　　　

妥当性

（実施主体の妥当性を評価し、目的達成のための実施手法が妥当であるか。）

　　妥当である　　　　　　　　　　　　　　 　　ほぼ妥当である　

　　あまり妥当でない　　　　　　　　　　 　　妥当でない　

　区分

対象指標

実績

22年度 23年度

４．指標・実績（CHECK)

単位

指標３

指標１

計画

21年度

実績 計画

市町村消費者行政行政推進協議会負担金

活動指標

指標１

成果指標

指標２

指標３

指標２

指標３

指標１

指標２

50005000 5000 5000

項目別
評価

必要性

（時代適応性、公共性、廃止の影響等を鑑みて事業が必要であるか。）

効率性

（どれだけ経費を掛けて、どれだけ事業が実施できたか。）

　　ほぼ効率的である

　　効率性が低い　

　　効率的である　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　やや効率性が低い　　　　　　　　　　　　　　

　　ほぼ必要である　

今後の
方向性

県消費生活センター等主催の研修会への積極的な参加により担当職員のスキ
ルアップを図った。

総合評価
　  事業規模や内容の見直しが必要　　　　　　　　　　　　　　

事業を取りまく
社会環境の状況

これまでの見直しや
改善等の経過

特に高齢者を狙った被害が増加傾向となっている。被害内容は悪質かつ複雑化
してきている。

　　必要でない　

　　必要である　　　　　　　　　　　　　　

　　あまり必要でない　　　　　　　　　　




